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ロシア農村における個人副業経営のセーフティネット機能

ロシア家計調査の個票データに基づく実証分析＊

武　田　友　加

　本稿は，全国レベルだけでなく連邦構成主体レベルの代表性をもつロシア家計調査の個票データを

用いて，移行不況を脱し経済成長が持続的に見られるようになった2000年代においても，所得シ目

ックに直面する場合，ロシア農村家計，特に，農村貧困家計は個人副業経営のセーフティネット機能

を強めることを実証的に明らかにした．本稿における実証結果は，個人副業経営が所得ショックから

回復する調整機能を果たしているということを支持するものであり，動学的な貧困の罠のモデルが仮

定する低位均衡がロシアでみられないのはこのような調整機能の存在によることを示している．個人

副業経営を行う生産コストは制度的に低く抑えられているため今後も個人副業経営は存続し，ロシア

農村家計，特に，農村貧困家計が所得シ目ックに直面した際には，生存維持のために個人副業経営の

セーフティネット機能が強められると考えられる．
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1．はじめに

　個人副業経営（I㎜H0e　Io耳。o6H0ex03曲。T－

B0：■πX）とは，主業とは別に，ロシア農村家

計が主に自宅に隣接した土地区画（住宅付属地）

で追加的に行う耕種や畜産等の零細的な農業生

産活動のことである1）．ソ連時代に，コルホー

ズ貝は集落の外側に広がる集団農場（コルホー

ズやソフホーズ）で共同労働を行い，さらに，

集落内に位置する自らの住宅付属地で白象消費

を主な目的とする農業生産を行っていた（松井

1999，p．25）．なお，ソ連時代の個人副業経営に

関して，次の点を指摘できる．第一に，個人副

業経営による農産物の生産は，集団農場からの

様々な支援，例えば，種子，飼料等の現物供給，

耕作サービスの提供等によって支えられてい

た2）．このような意味において，個人副業経営

による生産活動は集団農場に依存したものであ

った．第二に，集団農場が提供する様々な支援

は，事実上，集団農場における低賃金を補完す

る現物賃金であった．そして，第三に，個入副

業経営の農産物は，自家消費，贈与，販売に向

けられることになるが，そのほとんどが白象消

費に回されていた．

　社会主義体制の下では，個人副業経営は私的

生産活動である一が故に制限されるべきものであ

り，そのため，家計に分与される土地や家計の

保有家畜頭数に制限が設けられていた．しかし，

個人副業経営の農産物は農村家計にとって重要

な食料供給源であり，集団農場の労働力である

家計への食料を賄うべく，1970年代後半から

個人副業経営は次第に奨励されるようになって

いった．実際，個人副業経営による農産物は，

ソ連農村家計の生活水準を支えていた、例えば，

1950年代ロシアのコルホーズ員家計の食料供

給源は，食肉，牛乳に関してはほぼ100％が個

人副業経営からであり，ジャガイモに関しても

約90％が個人副業経営からであった（野部

2003，pp．113－1！4）．また，コルホーズ員家計の

所得に占める個人副業経営の農産物収入（個人

副業経営の農産物の白象消費分の貨幣換算額と

販売収入の合計）の比率に関しても，ユ950年代

に約45％にまで達していた（山村1997，pp．

23！－232）3〕．個人副業経営の農産物収入比率は，

1980年代後半でも約20％であり，移行不況が

始まる1990年初めには再び約40％にまで達し

た．つまり，市場経済への移行開始当初も，個

人副業経営は，ロシア農村家計の生活水準を支
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えるという重要な役割を果たしていたと推測で

きる．

　一般に，市場経済へと移行する中で，社会主

義時代にみられた農業企業（集団農場）と個人副

業経営の相互依存関係は消滅し，そ札に伴い，

個人副業経営も消滅するであろうと考えられて

いた．しかし，ロシア全国レベルの大規模家計

調査であるロシア長期モニタリング調査

（RLMS－HSE）の個票データを用いた筆者の実

証分析によれば，個人副業経営が農業企業に依

存するというソ連時代に見られた関係は，移行

開始から約20年を経ても，ロシア全国レベル

において依然として看取された（武田2012）4〕1

また，移行不況に見舞われた1990年代に，個

人副業経営は消滅するどころか，農業生産全体

における比率を大幅に上昇させた．図ユは，

1970～2009年のロシア全体における経営形態

別農業生産の推移を示したものである．経営形

態には，農業企業，住民の経営，農民経営（フ

ェルメル）の3つの形態が含まれている．そし

て，住民の経営には2つの農業生産活動，即ち，

農村住民による個人副業経営と，都市住民によ

る郊外の農園・菜

園・ダーチャ（夏用

の「別荘」）における一

野菜・果物等の栽培

が含まれている5〕．

ここで，本稿の問題

関心との関連で注意

すべ一きは，住民の経

営において利用され

る土地のほとんどが，

農村住民による個人

副業経営のために利

用されており，従っ

て，住民の経営の大

半が個人副業経営で

あると考えられると

いう点である6）．図

1に見られるように，

住民の経営による農

業生産は，！985年

に農業生産全体の23．1％を占めていたが，

1998年には58．6％にまで達した．つまり，ロ

シア全体において，移行不況期にあたる1990

年代に，個人副業経営による農業生産比率が大

幅に増大した．一方，継統的に経済成長が見ら

れるようになる2000年代に入ると，個人副業

経営による農業生産比率は緩やかな減少傾向を

示すようになった7）．但し，その比率は依然と

して体制転換前の水準よりも高いままである．

また，ロシアの主要農産物に関する経営形態別

農業生産比率からみても，個人副業経営はロシ

ア農村家計の生活水準を支える上で重要である

と推測できる（表1）1経済成長下の2004年に

おいても，ジャガイモ，野菜の個人副業経営に

よる生産は，それぞれ，生産量全体の9！．8％

及び80．2％を占め，家畜・家禽，牛乳に関し

ても，50％以上が個人副業経営による生産で

あった．

　なお，個人副業経営の生産活動は，移行初期

においても，経済成長が持続的に見られるよう

にな？た2000年代においても・ロシア農村家

計にとって食料確保の役割を果たしていると考
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表1。ロシアの主要農産物に関する経営形態別農業生産比率（％）個人副業経営による生産活動を展開した時期は，

農業企業　住民の経営　農民経営（フェルメル）

1995年
穀物　　　　　94．4

　向日葵の種　　86．3

　ジャガイモ　　　9．2

野菜　　　　　25．3

家畜・家辞　　49．9

牛乳　　　　　57．1

O．9

1，4

89，9

73，4

48，6

41，4

4，7

12．3

0．9

1．3

！．5

1．5

2004年
　穀物

　向日葵の種

　ジャガイモ

　野菜

　家畜・家禽

　牛乳

81，2

74．4

6，2

14，9

44，7

44．7

1．4

1，1

91，8

80，2

53，1

52．5

17，4

24．5

2．0

4．9

2．2

2．8

2009年
　穀物

　向日葵の種

　ジャガイモ

　野菜

　家畜・家禽

　牛乳

78，2

70，7

13，1

18，4

57，5

44．5

O．9

0，4

81．ユ

71，3

39，5

51．1

20，9

28．9

5，8

10．3

3．0

4．4

出所）Po㏄丁冊．2006．Per皿0H趾P㏄o皿互．M．P㏄0丁肌．≡po㏄TaT．

　　201ユ．Per皿0HH　P㏄o皿皿．M．P㏄0丁肌．

えられる．表2は，RLMS－HSEの個票データ

に基づき，移行不況下の1994年と経済成長下

の2004年に関して，家計レベルでの個人副業

経営の農産物の自家消費比率を比較したもので

ある．鶏肉以外の食肉と牛乳に関しては，2004

年に自家消費の比率が小さくなっているが，野

菜，鶏肉，卵に関しては，いずれの時期におい

ても白象消費の比率が90％前後の高水準のま

まであった8）．

　以上のように，市場経済への移行を開始して

から約20年を経ても，一般の予測に反し，個

人副業経営が未だに消滅しないのは，ロシア政

府が個人副業経営を発展させる指向を持ってい

ることとも関連があると思われる、例えば，ロ

シア連邦土地法典によれば，個人副業経営を目

的とする土地利用には特典があり，特典を受け

る権利をもつ家族構成員を土地保有者とすれば，

土地税が完全に免除される9）、つまり，制度的

に，個人副業経営を行う生産コストは低く抑え

られている．その結果，仮に個人副業経営の生

産活動をバックアップする農業企業からの現物

支給が少なくなったとしても，農村家計が個人

副業経営を行ラインセンティヴが維持される，

あるいは，高まることになる．

　ところで，ロシア農村家計がとりわけ活発に

ロシアの貧困者比率が大幅な増大を見せ，上昇

下降を繰り返した時期でもある、ロシア全体の

貧困者比率は，1980～1991年には11％前後で

あったが，移行直後の1992年にはその水準が

33．5％にまで上昇し，持続的な経済成長が見ら

れるようになる2000年代初頭までの問，22．1

～31．3％の高い水準で上昇下降を繰り返し推移

した（武田201！，pp，102－103）10〕1値し，1990年

代の家計レベルの貧困動態に目を向けると，恒

常的貧困に陥っていた農村貧困者は農村人口全

体の7．2％であり，家計レベルの貧困は一時的

貧困が特徴であったいえる（武田20u，pp．130－

137）11）．

　上述のように，移行不況下のロシア家計が慢

性的貧困を回避できる可能性を高めたのは，ソ

連時代と同様に’体制転換後も生産コストを考

慮することなく個人副業経営による食料確保が

可能であったことと関連があると思われる．例

えば，Lokshin＆Rava11ion（2004）は，1990年

代のロシア家計所得の非線形動学モデルの推定

によって，ロシアでは貧困の罠を生み出す安定

的あるいは不安定な低位均衡が検出されないこ

とを明らかにし，その考えられる原因として最

低生存を満たすに足る個人副業経営あ存在を挙

げている．また，武田（2011．pp．153－186）は，

1990年代のロシア都市・農村家計の貧困動態

に関する決定要因分析において，自家消費を目

的とする個人副業経営を行うことによって農村

家計の一時的貧困及び慢性的貧困の双方が緩和

されることを明らかにしている12）．但し，上記

のいずれの研究においても，所得ショックが生

じる場合，特に，農村貧困家計が個人副業経営

による食料確保というセーフティネット機能を

強めるという点については，実証的に明らかに

されていない．

　そこで，本稿では，研究上のギャップを埋め

るべく，移行不況後の経済成長期においても，

ロシア農村家計，特に，農村貧困家計が所得シ

ョックに直面する場合，個人副業経営のセーフ

ティネット機能が強まるということを，ロシア

家計調査の個票データに基づく実証分析により



　308　　　　　　　　　　　　　　　　経　　済

明らかにする．本稿の構成は以下の通りである．

第2節では，まず，本稿の実証分析において利

用するデータについて簡潔に述べ，次に，個人

副業経営のセーフティネット機能に関する実証

モデルを提示する．続く第3節では，第2節で

示した実証モデルの推定結果に基づき，農村非

貧困家計と農村貧困家計に関して，個入副業経

営のセーフティネット機能に対する所得ショッ

クの影響がどのように異なるかについて検討す

る．そして，最後に，本稿の議論をまとめる．

2．データと実証モデル

2．1データ

　本稿の実証分析で利用したデータは，ロシア

連邦統計局が実施している家計調査（o6c皿e一

兀0BaHHe6Io兀捌eT0B月0Ma皿H班xx03曲。TB：

OBハX）の個票データである13）．市場経済への

移行を開始した1992年以降，定期的に実施さ・

れてきたpシア長期モニタリング調査（RLMS－

HSE）が全国レベルの代表性しか持た机・のに

対し，ロシア連邦統計局による家計調査は，パ

ーネルデータとして利用することは不可能ではあ

るが，全国レベルだけでなく連邦構成主体レベ

ルの代表性を有する支出・消費に関する統計調

査である14）．ロシア家計調査では，家計の支

出・消費の他，家計構成員の年齢，教育水準，

職種と就業先の産業，労働力状態，個入副業経

営で利用される土地面積等についても言周査され

ており，これらの家計の属性や連邦構成主体の

属性をコントロールした上で，個人副業経営の

セーフティネット機能への所得ショックの影響

を分析することが可能である．

　但し，ロシア家計調査の個票データを分析に

利用する際，制約も存在する．第一に，個票の

全項目データが公開されているわけではなく，

また，公開されている個票データの中には複数

の項目データの集計値も含まれている．そのた

め，当然のことながら，モデルにおける変数の

選択にも制約が生じることになる．第二に，現

在のところ，公開されている個票データは

2003～2009年のみであり，移行不況期の1990

年代と，経済成長が持続的にみられるようにな

研　　究

」った2000年代との比較をすることは不可能で

ある．その上，年次によっては，ある項目に関

して特定の連邦構成主体の全個票データがない

という場合もあるため，分析をする際に注意が

必要であるユ5〕．

　以上のようなデータ上の制約は生じるが，ロ

シア家計調査の場合，連邦構成主体レベルの代

表性をもつ個票データに基づく分析が行える．

個人副業経営に関する地域の多様性はSeeth　eC

α五（1998）やPaユ1ot＆Nefedova（2003）などの既

存研究においても指摘されており，連邦構成主

体に関する変数の影響を分析に含める，あるい

は，連邦構成主体の固定効果をコントロールす

ることは重要であると思われる．従って，本稿

では，連邦構成主体レベルの代表性をもつロシ

ア家計調査を用いて，次項で示すモデルに基づ

き実証分析を行う．なお，本稿における分析の

対象年次は2004年と2009年である．2004年

は，個人副業経営法が採択された翌年に当たる．

また，一般に，5年間は変化をみる上で一つの

区切りとなる期問といえるため，その5年後の

2009年を2004年と比較する年次とした．

2．2個人副業経営のセーフティネット機能に

　　関する実証モアル

　個人副業経営によって生産される農産物は，

主に，家計内で消費されるもの，家計外に販売

されるものの2つに分けることができる、従っ

て，家計の個人副業経営比率は，その家計の個

人副業経営の農産物に関する自家消費の貨幣換

算額と販売収入の合計を，総支出あるいは総収

入で除すことによって表され，家計個人副業経

営比率が高いほど，この家計にとって，個人副

業経営がセーフティネットとして機能している

といえる．ここで注意すべきは，ロシア家計調

査では，各家計が個人副業経営によって生産し

た農産物の販売所得についても調べてはいるが，

残念ながら，この個票データは公開されていな

いという点である．但し，第ユ節で言及したよ

うに，RLMS－HSEの個票データに基づく筆者

の算出によれば，個人副業経営によって生産さ

れる主な農産物の約90％が自家消費に回され
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　　　　　表2．ロシア農村家計の個人副業経営農産物に関する自家消費比率（％）　　　　　を自家消費してい

　　　　　　　　　　　　1994年　　　　　　　　　　　　2004年　　　　　　　　るといえる．しか

　　　　　　Median　Mean　Std．Dev．Min　M弧　　Medi3n　Mea］ユStd．Dev．Min　M砒
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し，個人副業経営
ジャガイモ　　　　ユO0　　81，！　　　　　　　　　　　　　　　77，6　　35．0　　　　100一

トマト　　　　100　914　　　　　　　　　　　　90，8　21．6　　　100　を行っていない農
キュウリ　　　　ユO0　　89，1　　　　　　　　　　　　　　　89，7　　23．3　　　　100
砂糖ビ．ト　　　100　gZ2　　　　　　　　　　　　gα7　249　　　100　村家計が一定程度

人参　　　　　100　9ユ。0　　　　　　　　　　　　89，3　25．6　　　100　観察されることも
キャベツ　’　　　100　　89，2　　　　　　　　　　　　　　　89，4　　25．1　　　　100
玉葱．大蒜　　　100　g㎝　　　　　　　　　　　　8＆5　2a8　　　100　事実であり，これ

カボチャ類　　　100　9！・7　　　　　　　　　　　　9Z0　22・7　　　100　らの家計に関して
その他の野菜　　　100　　94，5　　　　　　　　　　　　　　90，8　　23．4　　　　100
鶏肉以外の食肉　71，4　62，3　　　　　　　　　　　　48．g　40．3　　　100　は個人副業経営の

鶏肉　　　　　　100　　9α3　　　　　　　　　　　　　　917　　1a8　　　　100　　セーフティネット
牛乳　　　　　　　100　　84，9　　　　　　　　　　　　　　　65，7　　34．0　　　　100

卵　　　　　　100　847　　　　　　　　　　　　81．5　2τ5　　　100　機能水準を観測で
出所）ユ994年及び2004年のロシア長期モニタリング調査（RLMs－HsE）の個票デ0タより筆者作成・　　　　きず，∫ハ＝Oと

ている（表2）．従って，分子に販売収入を合め　　なる．そこで，本稿では，最小二乗法（OLS）て

ずに個人副業経営のセーフティネット機能を定　　はなくトービット・モデル（Tobit　mode1）を用

義しても，分析結果を大きく歪めることはない　　いて，個人副業経営のセーフティネット機能に

と考えられる．そこで，本稿では，家計，の個　　対する所得ショックの影響を検証することにし

人副業経営比率を，個人副業経営のセーフティ　　た17〕、

ネット機能水準（∫ハ）として，以下のように定　　　まず，個人副業経営のセーフティネット機能

義した．　　　　　　　　　　　　　　　に関する以下のトービット・モデルを基本モテ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ルとして想定する．
　　　工PK伽∫ハ＝　　　　　　　　×100　　　　　　　　（1）

　　　　τ凪

式（1）において，LPK伽は家計ゴが個人副業経

営によって生産した農産物の貨幣換算額であり，

r風は家計圭の総支出，即ち，最終消費支出

（FC別である．生活水準を捉えようとする場

合，支出べ一スで捉えるのが一般的であるため，

本稿では，家計の生活水準を支える個人副業経

営のセーフティネット機能を支出面から評価す

ることにした、最終消費支出（FC剛の内訳は，

食料の総消費支出，アルコールとタバコの総消

費支出，非食料の財・サービスに関する総消費

支出である10）．なお，最終消費支出（FC別に

は，個人副業経営によって生産された農産物の

貨幣換算額（工PKゐ｛）や企業からの現物支給の

貨幣換算額も含まれている．

　図2は∫ハの分布を示したものである、年間

を通じて，2004年には農村家計全体の5．4％，

2009年には農村家計全体のユ0．8％が，個入副

業経営を行っていなかった．従って，2000年

代を通じて，ロシア農村家計の大半が，ソ連時

代と同様に，個人副業経営を行い，その農産物

　　　　　V芦＝β～”ルτム十”5β｛十m　　　　　　（2）

　　　　　ザ／㍑：：

式（2）のψは従属変数，Mムは所得ショックの

代理変数となる一人当たりの現金所得（貨幣所

得），”1はその他の説明変数ベクトル，mは平

均0，分散σ身の正規分布に従う誤差項である．

ψは非負であるため，本稿では，ψを（∫八十1）

の対数とした．また，一人当たり現金所得は，

家計の現金支出と金融資産の増減の和を家計構

成人数で除すことにより算出されている．ここ

で，現金所得の算出基盤となる家計の現金支出

とは，家計構成員により発生した財・サービス

の購入に関する消費支出，及び，税金，保険料

の支払等の非消費支出の合計である．所得ショ

ック，つまり，一人当たりの現金所得が減少す

る方向に変化するとき，個人副業経営のセーフ

ティネット機能は強くなると考えられる．従っ

て，一人当たりの現金所得変数は統計的に有意

にマイナスになると予測される．

　一方，その他の説明変数ベクトルである〃
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注〕　総支出は最終消費支出であり，食料の消費支出．非食料の財・サービスの消費支出，アル

　　コールとタバコの消費支出が含まれている．なお．最終消費支出には、個人副業経営農産

　物の帰属消費も含まれている．

出所）　ロシア家計調査の個票データに基づき筆者作成．

には，定数項の他，家計ゴの属性，連邦構成主

体の属性に関する変数，及び，四半期ダミーが

含まれている．家計の属性には，家計ゴの家計

構成人数（対数），女性人口比率，年金受給資格

年齢人口比率，生産年齢人口比率，非就労者数

比率の他，世帯主の就業先に関する産業部門カ

テゴリーが含まれている18〕．なお，産業部門カ

テゴリーは，農業部門，工業部門，サービス部

門，予算部門，非就労（レ

ファレンス・カテゴリー）

から構成されている．農業

部門には農林業及び漁業，

工業部門には鉱業，製造業，

電気・ガス・熱供給・水道

業，建設業，サービス部門

には卸売業・小売業・修理

業，宿泊業・飲食サービス

業，輸送・通信業，金融業，

不動産業が含まれている．

また，予算部門には，行政，

教育，保健医療，その他の

住宅・社会サービスが含ま

れている19〕．RLMS－HSE

の個票データに基づく武田

（2012）の実証分析によれば，

2000年代後半においても，

個人副業経営と農業企業の

共生関係が看取された．従

って，本稿における実証モ

デルにおいても，世帯主の

就業先が農業部門である場

合，個人副業経営のセーフ

ティネット機能は統計的に

有意に高まると予測される．

また，連邦構成主体の属性

に関しては，消費者物価指

数（年度末）の他，年平均地

域失業率（ILO定義）を採

用した．なお，家計は，近

い過去における地域全体の

状況を念頭に個人副業経営

に関わる意思決定を行うと

いう仮定の下，いずれの地域変数も，分析対象

年の前年度の数値を用いることにした．

　次に，個人副業経営のセーフティネット機能

は農村非貧困家計よりも農村貧困家計の方で強

いことを検証するために，以下の拡張モデル

（貧困家計ダミー付きモデル）を想定した．
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　　　　　　　　　表3．基本統計量

31！

2004年　　　　　　　　　2009年

Me目n　Std．Dev．Min　M砥　　Me㎜Std．Dev．Min　Max

被説明変数
　　（個人副業経営農産物の帰属消費ノ最終消費支出）十1（対数〕

説明変数

1）家計の属性
　一人当たり現金所得（ノ1000）

　貧困家計ダミー（現金所得べ一ス）

　家長の就業先産業カテゴリー（VS．非就労者）

　農業部門
　工業部門．
　　サービス部門

　　予算部門
　家計における非就労者数比率（ノ100〕

　家計人数（対数）

　家計における女性比率（／ユOO）

　家計における年金受給資格年齢人口比率（／100）

　家計における生産年齢人口比率（ノエOO）

2）連邦構成主体の属性
　前年度末の消費者物価比率（／10）

　前年度末の地域失業率（／ユO）

3）四半期カテ＝コリー（vs．第1四半期）

　第2四半期

　第3四半期

　第4四半期

2，87　　　　1．03　　　　0　　　　　5　　　　2．32　　　　ユ．13　　　　0　　　　　5

5，93

0．16

O．16

αユ2

0，13

0，27

0，49

0，94

0，59

0，28

0．56

ユ．26

1．06

O，25

0，25

0，25

5，22

0．37

O．37

0，32

0，33

0，44

0，38

0，54

0，25

0，41

0．37

O．22

0．60

O．43

0，43

0．43

O

O

O．8

0．4

247

　1

　1
ユ

！

ユ

エ

2．4

ユ

1

1

1，84

5．56

18，25

0．05

O．12

0．ユ5

0，15

0，30

0，42

0，90

0，60

0，28

0．59

1，40

0．83

O．25

0，25

0．25

王4，39

0．21

O．33

0，35

0，36

0，46

0，38

0，53

0，25

0，40

0．37

O．15

0．59

O．43

0，43

0．43

1．O

O．2

621

　1

　1
ユ

1

1

ユ

2．6

ユ

！

1

ユ．93

5．50

観測数 69．583　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64，998

出所）　ロシア家計調査の個票データに基づき筆者算出．

　　　V芦＝β～”〃ム十β戸HpH垂十”壬β｛十刎　　　（3）

ザ／ポ1：：

式（3）において，P昂は農村貧困家計ダミーで

ある．なお，本稿では，家計ゴの現金所得が居

住する連邦構成主体の最低生存費（公式貧困線）

を下回る場合，その家計を貧困家計とみなして

いる20〕．現金所得が最低生存費を下回っている

家計は，個人副業経営の農産物により食料を確

保しようとするため，農村貧困家計ダミーは統．

計的に有意にプラスになると予測される．つま

り，現金所得面で貧困である家計は，個人副業

経営のセーフティネット機能を高めると考えら

れる．

　また，所得シ目ックにより個人副業経営のセ

ーフティネット機能をどれだけ強めるかは，農

村貧困家言十と農村非貧困家計で異なるというこ

とを検証するために，以下に示す農村貧困家計

ダミーと一人当たり現金所得変数の交差項をカ日

えた拡張モデル（交差項モデル）を想定した．

V芦＝β～”ルfム十β秤PH｛十β～”x”Mム×PH圭

　　　十”5β‘十批｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

ザ／ガに：

生存のための食料確保は貧困家計にとってこそ

重要であるため，非貧困家計の所得ショックよ

りも，貧困家計の所得ショックの方が，個人副

業経営のセーフティネット機能を稼働させると

想定される．

　上記の一連のモデルの推定結果については，

次節で見ていくことにする．なお，本稿の実証

分析で用いた変数の基本統計量に関しては，表

3を参照されたい．

一3．推定結果

　第2節で議論した個人副業経営のセーフティ

ネット機能に関するトービット・モデルの推定

結果が，2004年については表4に，また，

2009年については表5に示されている．表4

及び表5の列1，列2，列3には，それぞれ，

第2節で示した基本モデル，農村貧困家計ダミ

ー付きモデル，現金所得変数と農村貧困家計ダ
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表41ロシア農村家計の個人副業経営比率の決定要因12004年

（1）Tobit　　　　　　　（2）Tobit　　　　　　　（3）Tobit

Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std．Err．

一人当たり現金所得（ノ1000）　　　　　　　　　一〇．059榊

農村貧困家計ダミー
一人当たり現金所得（／｝OOO）x農村貧困家計ダミー

産業部門ダミー（VS．非就労者）

　農業部門
　工業部門

　サービス部門
　予算部門
家計人数（対数）

女性比率（／100）

年金受給資格年齢人口比率（／100）

生産年齢人口比率（／100）

非就努者数比率（ノ100）

前年度の地域失業比率（／！0），ILO定義
前年度の地域インフレ率（／10）

連邦構成主体ダミー（VS．アルタイ地方〕

四半期カテゴリー（vs．第1四半期）

　第2四半期
　第3四半期
　第4四半期

定数

対数尤度

Pseudo　R2

Prob＞chi2
Adj．R2

Prob〉F
ρ

σ

obs

1eft・censored　obs

uncensored　obs

　O．107冊＾

一〇．4ユ7制‡

一〇、438冊＾

一〇．283‡帥

　O．105冊i

－0，！22‡帥

　O．308’舳

　O，317＾’＾

一〇．039帥

一〇．004

－O．215由‡

（4）Tobit　　　　　　（5）OLS　　　　（6）Heckman　ML

Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std．Err．

O．O01　　　－O．052冊ヰ　　　O．O01　　　－O．052‘咄　　　　O．O01　　　－O．051冊＾

　　　　　　O．321‡舳　　　　O．012　　　　　0，623帖ヰ　　　O．024

　　　　　　　　　　　　　　　　　－O．174‡抽　　　　O．012

0．018

0．0／9

0．018

0．C16

0．012

0，Oユ7

0．027

0．C23

0．018

0．007

0．O18

　O．116冊■

一〇．378軸ヰ

ーO，407冊＾

一〇．257ヰ帥

　0，084冊＾

・一
O，127冊■

　O．415帖’

　O．356冊‘

一〇．062軸ヰ

ーO．O06

－O，228i柚

一〇．！81‡冊　　　　O．01ユ　　　一O．176冊

一〇．236軸ヰ　　　O．011　　　－O．227冊

一〇．1ユO帥‡　　　O．011　　　－O．099冊

　3，495‡抽　　　　O．04！　　　　　3，384冊

0．017

0，Oユ9

0．018

0．016

0．011

0．017

0．027

0．023

0．018

0．007

0．017

　O．1ユ9ヰ榊

一〇．370冊‡

一〇．396“舳

一〇．245＾舳

　0，082軸ヰ

ーO．128軸ヰ

　O．424帖・

　O．360制’

一〇．064舳一

一〇．009

－O．206圭舳

O．017

0．018

0．018

0．016

0．011

0．017

0．027

0．023

0．018

0．007

0．018

‡　　　O．O工！　　　－O．174＾舳　　　O．011

＾　　　0，011　　　－O．224軸ヰ　　　O．011

｝　　　0，011　　　－O．096軸ヰ　　　0．01ユ

ヰ　　　O，041　　　　3，344冊‡　　　O．04！

一99311．4　　　　　　　　　　－98923．7　　　　　　　　　　－988！9．7

　0．05　　　　　　　　　　　　　　C．05　　　　　　　　　　　　　　0，06

　0．OO　　　　　　　　　　　　　　O．OC　　　　　　　　　　　　　　O，00

69．583　　　　　　　　　　　　　69．583　　　　　　　　　　　　　69．583

3．769　　　　　　　　　　　　　　3．769　　　　　　　　　　　　　　3．769

65．814　　　　　　　　　　　65．814　　　　　　　　　　　65，814

　O．！34軸ヰ

ー0，309｝舳

一〇．323柚‡

一0，200‡舳

　0，097‡抽

一〇．094軸ヰ

　O．342帥‡

　O．316帖‡

一〇、020

（省略）

一0，！84軸‡

一〇．243榊

一〇．123冊ヰ

　3．7C9帖‡

O．OOユ　　　一O．057‡抽　　　O．O01　　　－O．054帖＾　　　O．O01

O．016

0．017

0．016

0．015

0．0！0

0．0！5

0．025

0．021

0．016

　O．100‡冊

一〇．408‡舳

一〇．424‡榊

一〇．277ヰ軸

　0，099ヰ舳

一〇．119冊ヰ

　O．292｝｝

　O．307柚‘

一〇、039抽

一〇．O04

－O．210‡舳

O．017

0．Oユ8

C．O王7

0．016

0．Oユエ

O．Oユ6

0．026

0．022

0．017

0．C06

0．017

C．O09　　　LO．177冊＾　　　0．010

0．O09　　　－O．233‡柚　　　O．010

0．O09　　　－O．！1ユ‡軸　　　　0．010

0．037　　　　　3，503軸‡　　　O，039

　O．052ヰ冊

一〇．338軸幸

一〇．305冊ヰ

ーO．211冊ヰ

　O．034帖‡

一〇．ユ08帖‡

　0，203榊＾

　0，244‡｝

一〇．045冊‡

一〇．O05

－O．186榊’

O．013

0．014

0．013

0．012

0．009

0．013

0．020

0，017
　　　　　　繭
O．013

αO05　蒲
0．C13

一〇．山柚　O．O08　幸
一〇．224申舳　　　　O．O08

－O．112軸ヰ　　　O．O08

　3．68王ヰ軸　　　O．030

一90216．1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－85302．8

　0，14

　0．OO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．00

O、ユ48

0．OO

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．C9制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．72榊

69．583　　　　　　　　　　　　　69．583　　　　　　　　　　　　　69．583

3．769　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3．737

65．814　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　65，846

注〕榊は1％水準で有意．｝は5％水準で有意．’はユO％水準で有意．
出所）　ロシア家計調査の個票データに基づき筆者推定．



一人当たり現金所得（ノ1000）

農村貧困家計ダミー
一人当たり現金所得（／1000）x農村貧困家計ダミー

産業部門ダミー（VS、非就労者）

　農業部門

　工業部門

　サービス部門
　予算部門
家計人数（対数）

女性比率（／100）

年金受給資格年齢人口比率（／100）
生産年齢入口比率（ノエOO）

非就努者数比率（／100）

前年度の地域失業比率（ノエO），ILO定義

前年度の地域インフレ率（ノ10）

連邦構成主体ダミー（VS．アルタイ地方）

四半期カテゴリー（vs、第1四半期）

　第2四半期
　第3四半期
　第4四半期

定数・

対数尤度

Pseudo　R2

Prob＞chi2
Adj．R2

Prob〉F
ρ

σ

obs

工eft－censored　obs

uncensored　obs

表5．□シア農村家計の個入副業経営比率の決定要因12009年

（1）Tobit　　　　　　　（2）Tobit　　　　　　　（3）Tobit

Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std，Err．　　Coef　　Std．Err．

一0．0ユ7軸’　　　0．0004　　－0，Oユ6軸“　　　0．0004　　－0．0ユ6’舳

　　　　　　　　　　　O．327冊‡　　　O．023　　　　　1，！79＾榊

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一〇．219ヰ冊

　O．097軸‡

一〇．239ヰ柚

一0，335ヰ帥

一0．｝83軸’

一〇．059軸＾

一〇．098ヰ冊

　O．092軸ヰ

　〇一202軸ヰ

　O．179軸‡

一〇．192’冊

　0，157軸ヰ

O．021

0．021

0．020

0－0ユ8

0．014

0．021

0．033

0L029

0．021

0．008

0．033

　O．096ヰ咄

一〇．230ヰ冊

一〇．329‡抽

一0，178帖‡

一〇．068’舳

一〇．102ヰ杣

　O．126舳｝

　O．2ユ6ヰ制

　O．163軸‡

一〇．204冊■

　O．168冊i

一〇．151舳＾　　　O．013　　　－O．149舳

一〇．158由舳　　　　O，013　　　－O．154帥

一0，831軸ヰ　　　O．013　　　－O．826帖

　2，826軸‡　　　O，061　　　　2，784制

O．021

0．02／

0．020

0．Oユ8

0．014

0．021

0．033

0．029

0．020

0．008

0．033

　O．094冊’

一〇．230帖ヰ

ーO，329ヰ舳

一〇．ユ74ヰ軸

．一 Z．069軸’

一〇．103軸‡

　O．130冊＾

　O．219冊ヰ

　O．158冊ヰ

ーO．208州‡

　O．138■舳

（4〕Tobit　　　　　　（5）OLS　　　　（6）Heckma］ユML

Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std．Err．　　Coef　　Std．Err．

0．0004　　－0．0王5制＾　　　O．0003　　－0．0ユ6帖＾　　　O．0003　　－O．Oユ6冊ヰ

O．064

0．0！5

O．02！

0．021

0．020

0－Oユ8

0．0！4

0．021

0．033

0．029

0，020

C．O08・

O．033

＾　　　O．O工3　　　－O．148圭舳　　　　O．013

ヰ　　　O，013　　　－O．151‡抽　　　O．0／3

ヰ　　　O．C13　　　－O．826冊‡　　　C．0／3

‡　　　O，060　　　　　2，828軸ヰ　　　O，060

一99948．5　　　　　　　　　　－99847．3　　　　　　　　　　－99745．6

　0，05　　　　　　　　　　　　　　0，05　　　　　　　　　　　　　　0，05

　0．OO　　　　　　　　　　　　　　O．OO　　　　　　　　　　　　　　O．OO

64．998　　　　　　　　　　　　　64．998　　　　　　　　　　　　　64．998

7．040　　　　　　　　　　　　　7．040　　　　　　　　　　　　　7．040

57．958　　　　　　　　　　　　　57．958　　　　　　　　　　　　　57，958

注）榊は1％水準で有意．‡’は5％水準で有意．’はユO％水準て’有意．
出所）　ロシア家計調査の個票データに基づき筆者推定．

　O．139■咄

一〇．！71冊ヰ

ーO．204‡蝸

一〇．104ヰ冊

一〇．049軸＾

一〇．067±舳

　O．296＾舳

　O．283冊‡

　C．077冊‡

（省略）

O．019

0．0！8

0．018

0．Oユ6

0．012

0．019

0．030

0．026

0．018

　O．092軸＾

一〇．226，舳

一〇．308舳ヰ

ーO、｝72冊‡

一〇．067ヰ帥

一〇．094主軸

　O．092‡舳

　O．197‡舳

　C．ユ66ヰ榊

一〇．153ヰ軸

　O．094‡抽

一〇．152‡抽　　　O．011　　　－0，145咄

一〇．164■咄　　　O．011　　　－C．157榊

一〇．833舳■　　　O．C12　　　rO．749軸

　3，191ヰ咄　　　　O．045　　　　　2，905軸

O．019

0．018

0．018

0．016

0．0！2

0．019

0．029

0．026

0．018

0．C07

0．030

　O．057＾冊

一〇．163ヰ帥

一〇．146ヰ柚

一〇．ユ04冊ヰ

ーO．163ヰ拙

一〇．066制‡

　O．081軸＾

　O．183軸■

　O．094軸‡

　O．112‡冊

一〇．392‡抽

O．0003

0．016

0．016

0，016

αOユ4

0．010

0．015

0．022

0．0！9

0．Oユ5

0．007

0．026

ヰ　　　O．012　　　－O．111，舳　　　　O．O09

＾　　　O．0！2　　　－O．173‡舳　　　O．OC9

‡　　　O．Oユ2　　　－O．359‡抽　　　O．O09

＾　　　O．054　　　　　3，741軸‡　　　O．046

一91629．6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－88109．8

　0，13

　0．OO　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．OO

O．ユ48

0．00

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一〇、89ヰ軸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　O．88榊
64．998　　　　　　　　　　　　64．998　　　　　　　　　　　　64．998

7．040　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．022

57．958　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　57，976

巳。

co
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ミーの交差項モデルの推定結果が示されている．

表4及び表5の列1に示されているように，・一

人当たり現金所得変数の係数は，2004年と

2009年のいずれの年次も1％水準で有意にマ

イナスであった．現金所得が減少する場合，即

ち，所得ショックが生じる場合，個人副業経営

比率は上昇するといえ，個人副業経営が所得シ

ョックに対するセーフティネットとして機能し

ていることを示している．また，農村貧困家計

ダミーの係数は，いずれの年次に関しても1％

水準で有意にプラスであり（表4及び表5の列

2），非貧困家計よりも貧困家計の方が家計の個

人副業経営比率が高かった．また，交差項モデ

ルにおいても農村貧困家計ダミーはユ％水準で

有意であった．そして，現金所得変数と農村貧

困家計ダミーの交差項に関しては，2004年及

び2009年のそれぞれについて，非貧困家計で

ある場合の係数は一0，052及び一〇．016，貧困

家計である場合の係数は一0，226（＝一〇C52－

0，174）及び一〇．235（＝一〇．016－O．219）であり，

いずれも1％水準で有意であった（表4及び表

5の列3）．つまり，農村貧困家計は，農村非貧

困家計と比べて，現金所得が減少する際，大幅

に個人副業経営比率を上昇させるといえる．こ

れらの一連の推定結果は，個人副業経営は所得

ショックに対するセーフティネット機能を果た

し，特に，貧困家計にとってその役割は大きい

ということを支持している．

　また，世帯主の就業先産業部門に関しては，

農業部門のみがユ％水準で有意にプラスであり，

その他の産業部門は1％水準で有意にマイナス

であった．つまり，就業先が農業部門である場

合，他の産業部門と比べて，個人副業経営のセ

ーフティネット機能が強まった．従って，

RLMS－HSEの個票データに基づく武田（2012）

の実証分析と同様に，ロシア家計調査の個票デ

ータに基づく本稿の実証分析においても，個人

副業経営と農業企業の共生関係というソ連時代

の制度的慣習は依然として機能していること，

また，個人副業経営は農業部門の低賃金を補完

する役割を果たしていることが支持されている．

　上述の推定結果が示しているように，ロシア

研　　究

農村において，個人副業経営はセーフティネッ

トの役割を果たしており，個人副業経営によっ

て，特に，現金の不足している貧困家計の生活

水準が引き上げられている．そこで，以下，個

人副業経営のセーフティネット機能を稼働させ

ることによって，どの程度の比率の農村貧困家

計が現金所得べ一スでの貧困から抜け出せるの

かについて見てみることしよう．なお，ここで

は，現金所得が最低生存費を下回っていた農村

家計に関して，個人副業経営の農産物の帰属消」

費を含む最終消費支出が最低生存費を上回った

場合，この家計は貧困から抜け出したと定義し

ている．この判断基準によれば，個人副業経営

からの農産物の食料確保によって貧困から抜け

出すことができた農村家計は，2004年は農村

貧困家計全体の61．0％，2009年は57，9％であ

った．なお，このような農村家計の個人副業経

営比率の平均は，2004年には44．O％，2009年

には37．1％であった．個人副業経営により農

村貧困家計の半数以上が現金所得不足の貧困状

態から抜け出しており，従って，個人副業経営

は貧困家計の生存を維持する上で極めて重要な

役割を果たしているといえる．

　最後に，本稿で検討した実証モデルの推定値

の頑健性を調べるために，連邦構成主体別地域

変数の代わりに連邦構成主体のダミー変数を加

えたトービット・モデルを再推定した他，OLS

推定，及び，ベックマン’セレクション．モデ

ル（Heckmanseユectionmodeユ）の最尤法推定も

行った2ユ〕．これらの推定結果は，それぞれ，

2004年は表4の列4，列5，及び，列6．2009

年は表5の列4，列5，及び，列6に示されて

いる．頑健性チェックのための推定結果と照ら

し合せて，本稿で検討した基本モデル，農村貧

困家計ダミー付きモデル，現金所得変数と農村

貧困家計ダミーの交差項モデルの推定結果は概

ね頑健であるといえる．

4．結ぴ

　本稿では，ロシア家計調査の個票データを用

いた実証分析により，2000年代の経済成長期

ロシアにおいても，農村家計にとって個人副業



目シア農村における個人副業経営のセーフティネット機能

経営からの農産物が所得ショックに対するセー

フティネット機能を強めること，特に，農村貧

困家計の大半にとっては生存維持の役割を果た

していることを明らかにした．Lokshin＆Rav－

a11ion（2004）は，1990年代のロシアでは，家計

は一時的ショックから回復し，動学的な貧困の

罠のモデルが仮定する低位均衡が見られないこ

とを実証的に示したが，一時的ショックから回

復させる調整機能の正体は実証的に明らかにさ

れていなかった1本稿は，経済主体を農村家計

に絞り，その正体が個人副業経営であること，

つまり，個人副業経営が所得ショックからの回

復を調整する機能を果たしていることを実証的

に示したといえる．

　持続的な経済成長の中，個人副業経営による

農業生産比率は緩やかな減少傾向を見せており，

本稿の2004年と2009年に関する実証結果もそ

のような傾向を支持するものになっている．し

かし，その一方で，市場経済への移行開始から

約20年を経ても，個人副業経営は消滅するこ

となくロシア農村家計のセーフティネットとし

て機能している、個人副業経営を行う生産コス

トは制度的に低く抑えられているため今後も個

人副業経営は存続し，所得ショックに直面した

際には，農村家計は個人副業経営のセーフティ

ネット機能を強め，その生存を維持するであろ

う．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

注

　＊　本稿の執筆にあたり，野部公一，黒崎卓，岩崎

一郎の各氏より貴重な助言を頂いた．また，一橋大学

経済研究所定例研究会において，阿部修人，植杉威一

郎，小黒一正，神林龍，久保庭眞彰，雲和広，小暮克

夫，堀雅博，森口千晶の各氏からもコメントを頂いた．

ここに感謝の意を表したい、但し，ありうるべき誤り

は筆者に属する．なお，本稿は，科学研究費補助金若

手研究（B）（課題番号：24730237）の研究成果の一部で

ある．

　1）個人副業経営は住宅付属地経営の公式名称であ

る．ソ連及ぴロシアの個人副業経営（住宅付属地経営）

の詳細については，例えば，山村（ユ99Zpp．225－254）

や野部（2003，pp．101－123）を参照．

　2）個人副業経営による生産活動を支えた集団農場

の支援として，その他，輸送用の車の貸与，放牧地や

3ユ5

採草地の分与，伝染病予防のための獣医学的サービス

の供給等が挙げられる（山村1997，pp．231－235；野部

2003，pp．109一ユエ4）．

　3）　ここでの個人副業経営の農産物収入比率とは，

個人副業経営の白象消費分の貨幣換算額と販売収入の

合計を総合所得で除し，パーセント表示にしたもので

ある．なお，総合所得には，家計の現金収入（個人副

業経営農産物の販売収入を含む）の他，個人副業経営

農産物の白象消費分と個入副業経営を行うために農業

企業が付与した飼料等の現物支給の貨幣換算額が含ま

れている．

　4〕　RLMS－HSE（the　Russia　Longitudinal　Monitor－

ingSurveyofHSE）は！992年から定期的に実施され
ているロシア全国レベルの大規模家計調査であり，

University　of　North　Carolina　at　Chape1Hi11のCaro1ina

Popu1ation　Centerとロシア科学アカデミー社会学研

究所と共に，NationalResearchUniversitγHigher
Schoo1ofEconomics（ロシア）及び非公開型株式会社

Demoscope（ロシア）によって・運営されている．

RLMS－HSEのサイトは以下の通りである．http〃
www．cpc．unc．edu／projects／r1ms－hse及ぴhttp＝〃

wwwhse．ru／org／hse／r1ms．また，RLMS－HSEの詳

細に関しては，武田（201ユ，pp．33－45：2012，pp．345－

347）も参照．

　5）都市住民と農村住民による住民の経営について
は，例えば，武田（2011，pp．82－83）も参照．

　6）土地利用面積に関しては，例えば，1994年に，

農村住民の個人副業経営に利用されていた農地総面積

は約6．1百万ヘクタール，世帯当たり平均面積は約

O．37ヘクタールであったのに対し，都市住民の農園・

菜園に利用されていた農地総面積は約1．8百万ヘクタ

ール，世帯当たり平均面積は約O．08ヘクタールであ

った．また，2005年には，個人副業経営に関しては，

それぞれ，約7．1百万ヘクタール及び約O．44ヘクター

ル，都市住民の農園・菜園に関しては，約1．2百万ヘ

クタール及び約0．07ヘクタールであった．個人副業

経営の土地利用の詳細については，例えば，野部
（2003，pp．ユOユり05）や武田（20ユ2，pp．34ユー342）を参照．

　7）　これは，日シア農村において徐々に農外雇用が

拡大，即ち，農村家計の就業が多様化したことにより，

・個人副業経営による食料確保の可能性及び重要性が弱

まったためと推測できる（武田20ユ2）．日シア農村の

就業構造の多様化については，武田（2012）の他，Leエー

m㎜ε士αム（2008）を参照．

　8）2001年及び2002年にモスクワ州，サラトフ州，

リャザン州，ペルミ州で行ったPa11ot＆Nefedova
（2003）によるインタヴユー調査によれば，地域によっ

ては，個人副業経営の農産物の商晶化が見られると指

摘されている．但し，このインタヴユー調査はいかな

る代表性も持たない．また，その一方で，個人副業経

営の農産物は，農村家計の生存必要を満たす上で重要

な役割を今後も続けるであろうとも指摘されている．

　9）　3eMe五正HH首R0匹eEc　PΦN136一Φ30T25
＾砥a6p見2001n　また，個入副業経営に関するその他

の免税も存在する、例えば，2003年7月7日付ロシ

ア連邦法N112一Φ3r個人副業経営に関して」におい

て，個人副業経営は個人消費を目的とした農産物の生
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度・加工に関する非企業家的活動形態と規定されてい

るが，その農産物の一部を販売した場合でも，販売収

入は不課税となっている（Φe耳epaI正H前3aR0H　N

112一Φ30T7皿皿JIH2003r．1｛O　I互可且0M■叩。o6H0M

XO朋首OTBe”）．

　ユO）2000年代に持続的な経済成長が見られるよう

になると，2009年には貧困者比率が13％にまで減少
レた．

　1！）　1994年，1996年，1998年，200q牛に関する

目シア長期モニタリング調査（RLMS－HSE）の個票デ

ータに基づき筆者が算出．

　12）都市住民に関しては，マク同経済ショックの

下での農園・菜園での農産物生産活動は，一時的貧困

を緩和させる効果を示したが，慢性的貧困に関しては

統計的に有意な効果を示さなかった（武田2011，pp．
177－178）．

　ユ3）　ロシア語からの直訳は家計予算調査となるが，

本稿では，ロシア家計調査と呼ぶことにする．なお，

ロシア家計調査の個票データは，目シア連邦統計局の

以下のサイトからダウンロードすることができる
（http：〃www．micro－dataru／）．また，ロシア家計調

査の詳細については，例えば，武田（2011，pp．2！－49）

を参照．

　14）連邦構成主体とは，日本の都道府県に相当す

る行政区分であり，州，地方，共和国，白治州，自治

管区がある．2012年7月現在，83の連邦構成主体が
ある．

　15）他の年次には項目データが存在するため，こ

ういった問題は，必ずしも，ロシア連邦統計局が意図

的に項目データを削除したわけではないと思われる．

　16）最低消費支出の詳細な内訳は次の通りである．

即ち、食料支出（住民の経営の農産物の自家消費分と

贈与分の貨幣換算額を含む），アルコール飲料及びた

ばこ，被服及び履物，住居・光熱費，家庭用品・電化

製品・家事サービス，保健医療，交通，通信，教養娯

楽，教育，宿泊・外食，その他の財・サービスに対す

る消費支出，企業からの現物支給の貨幣換算額が含ま

れている．

　17）　ト」ビット’モデルについては，Amemiya
（1985）や縄日日（2003；2007）を参照．

　18）　ロシアの生産年齢人口は，男性はユ6～59歳，

女性は16～54歳である．また，世帯主の就業先産業

部門に関しては，2004年及び2009年のいずれの年の

ロシア家計調査においても個票データが公開されてい

る．しかし，その他の家計構成員に関しては，就業先

産業部門のデータが公開されておらず，配偶者に関し

てのみ，2009年の個票データが公開されていた．な

お，本稿において，世帯主の就業先は主な仕事に関す

るものである．

　19）　ロシアでは，一般に，行政，教育，保健医療

の産業部門が予算都門と呼ばれている．但し，その他

の住宅・社会サービス部門に従事する世帯主の比率が

極めて小さかったため，本稿では，経済活動の内容が

予算部門に近いその他の住宅・社会サービス部門も予

算部門に含めることにした．

　20）最低生存費（公式貧困線）に関しては，四半期

べ一スの子供，年金受給資格年齢人口，生産年齢人口

研　　究

　別最低生存費を利用した．なお，これらの四半期別デ

　ータは，ロシア連邦統計局の以下のサイトより入手し

　た．http：〃www．gks．ru／dbscripts／Cbsd／DB工net．cgi？

　p1＝2340007．存お，ロシアの最低生存費についての詳

　細は，例えば，Takeda（forthcoming）を参照．

　　21）　ここでのベックマン・セレクシ目ン・モデル

　は，第一段階は個人副業経営を行うかどうかの選択モ

　デルであり，第二段階は個人副業経営が行われたとき

　の家計個人副業経営比率を決定する回帰モデルになっ

　ている．なお，ここでは，第一段階と第二段階の説明
　変数は同じにした、ベックマン’セレクシ；ン’モテ

　ルの詳細については，Heckman（ユ979），Amemiya
　（1985），縄田（2003；2007）等を参照．

　　　　　　　　　参考文献

　黒崎卓（2008）r現物賃金と経済発展：途上国農村家計

　　の労働供給と食料確保に焦点を当てて」r経済研究』

　　第59巻第3号，pp．266－285．

　松井憲明（1999）r旧ソ連のコルホーズと農家付属地」

　　『経済学研究』第48巻第3号，pp．25－41．

　縄田和満（2003）「タイプIのトービット・モデルから

　　得られる標本にタイプ■のトービット・モデルを用

　　いた場合の最尤推定量の挙動について」『日本統計

　　学会誌』第33巻第3号，pp．325－342．

　　　　　（2007）「質的データ，制限従属変数，計数デ

　　ータ」蓑谷千恩彦・縄田和満・和合肇編『計量経済

　　学ハンドブック』朝倉書店，pp．806－836．

　野部公一（2003）『CIS農業改革研究序説：1日ソ連にお

　　ける体制移行下の農業』農林水産省農林水産政策研

　　究所．

　小野寺三夫（1982）rソ連における個人副業経営の存在

　　意義と最近の動向」r岩手大学教育学部研究年報』

　　第41巻第2号，pp．81－96．

　武田友加（20ユ1）『現代ロシアの貧困研究』東京大学出

　　版会．

　　　　　（20！2）「ロシア農村におけるインフォ」マル

　　就労と農外雇用：経済成長下での個人副業経営の役

　　割の変容」r20世紀ロシアの農民世界』日本経済評
　　論社，pp．339－361．

　山村理人（1997）『ロシアの土地改革：1989～1996年」

　　多賀出版．

　Amemiya，T．（1985）λ∂mm〃勘。mm召柵。∫，Har－

　　vard　University　Press．

　Cameron，A．C．and　Trivedi，P．K．（2005）M至ぴ。ecmo一

　　舳僅抄北s二　Mlε枕。d∫　αn6　λ力〃圭。αf圭。n，　Cambridge

　　University　Press．

　Heckm㎜，J．（1979）“Sample　Se1ection　Bias　as　a

　　Specification　Error，”Eco批。倣石切。α，Vol．47，No．1，pp．

　　ユ53－！62．

　Lerm㎜，Z．，Serova，E．a皿d　ZvyagintseY　D．（2008）

　　“Diversification　of　Rur31Incomes　a皿d　Non－farm

　　RuraI　Employment＝Survey　Evidence　from　Russia，”

　　∫mmαZぴPm5m古∫柳”召∫，VoL35．No．ユ，pp．60－79．

　Lokshin，M．and　Rava11ion，M．（2004ジ’Househo1d

　　Income　Dynamics　in　Two　Transition　Economies，”

　　舳肋∫加Mm肋e〃Dツn加古C∫α〃亙CmOm肋北∫，
　　VoL8，No．3，Article4



ロシア農村における個人副業経営のセーフティネット機能

Nawata，K．（1993）“A　Note　on　the　Estimation　of

　　Models　with　Samp1e－se1ection　Biases，”〃伽。m｛仁∫

　工召施7∫，VoI．42，No．1，pp－1単一24－

Pa11ot，J。；md　Nefedova，、T。（2003）“Geographic創

　Differentiation　in　Househo1d　Plot　Pエ。duction　in

　RuraI　Russia，”Emm∫4αn　Geogmφ角ツαnゴ五ω〃。mゴ。∫，

　Vo1．44，No．ユ，pp．40－64．

Seeth，H．T．，Chachnov，S．，Surinov，A．and　Von　Braun，J

　　（1998）．’Russian　Poverty＝Muddhng　Thr㎝gh　Eco－

　nomic　Transition　wi由Garden　P1ots，”肌07〃D召m正一

　〇φm舳士，Vo1．26，No．9，pp．1611－1623．

Takeda，Y．（fort］〕comingジ．Poverty　Ljnes　jn　Russi丑，”

　in　ILO　ed．，亙8打mα伽g肋θ戸。mゆ〃舳∫l　Fom

　　Cmn妙Cα∫e∫放励色∫（3Pre1imhary　book　tit1e），

　ILO．

3ユ7

rocR0McTaT　Pocc互互．2000．PoccH廿。R互首0TaT互。T㎜ec－

　　R皿萱e温ero兀H皿R，M．：rocRoMcTaT　Pocc班皿．

RaエIeJI1o皿H皿Ro1ヨP．皿．2006．3aHHT0cT正B兀0Ma1皿H班x

　xo船首。TBax互aceJIe亘皿且〃HecTa叩apTHa釘3a朋丁・

　ocT止B　pocc互首。R0首3R0目0M亙Ke／no兀Pe兀．B．E．

　F胚Mπe■止。oIIa，P．π．Kaπe皿㎜皿IIIIR01≡a．MocR理a1

　ry－B皿θ，C－224－280．

PoccTaT．2005Pocc互首。亙班量。TaT互。T㎜ecR皿首e捌em一

　耳H亙K．M．1Poo0TaT．

PoocTaT．2006．Per皿0HH　PoccH皿：Co叩酊aI正且。－3R0H0－

　M四ecR皿e■0Ra3aTe皿互．M．：P㏄cTaT．

PoccTaT．2010，1≡■ooc互首。R皿苗。TaT互。T四ecR互宜e温ero一

　兀HI砥．M．：PoocTaT．

PoccTaT．20ユ1．Per互。II正I　Pocc互∬1Co叩a∬BH0－3R0Ho・

　M四ecRIIe■0Ra3aTe皿互．M．：PoccTaT．


